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1 R5.7.21 R5.9.19

東京グリーン水素ラウンドテーブル（第３回～第５回）
・次第
・座席表
・会議等議事要旨記録表
・取材案内
・議事録
・前渡金支払予定調書
・領収書

92 1 1 1 1

（７条３号）法人等の経営方針又は生産技術上の情報で
あって、公にすることにより、当該法人等の事業活動が
損なわれるため。
（７条４号）偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれ
があるため。
（７条６号）非公開を前提に出席者が発言した情報を公
にすると、今後、同種の会議等のほか、関連事業におい
て協力を得られなくなるおそれがあり、当該事務又は事
業の適正な遂行に支障をきたすため。

産業労働局産業・エネル
ギー政策部新エネルギー
推進課

2 R5.7.24 R5.9.20
東京都しごとセンターの指定管理の契約に関する以下の文書
・産業労働局所管施設の指定管理者候補者の決定について
（平成27年11月25日付）

6 1
産業労働局雇用就業部就
業推進課

3 R5.7.24 R5.9.20

東京都しごとセンターの指定管理の契約に関する以下の文書
・令和4年度管理運営協定書（変更協定書含む。）
・支出関係文書
・事業計画書

240 1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別する
ことができるものであるため。
（７条３号）内部の管理情報であり、公にすることによ
り、事業運営上の地位が損なわれると認められるため。
（７条４号）偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれ
があるため。

産業労働局雇用就業部就
業推進課

4 R5.7.24 R5.9.20
東京都しごとセンターの指定管理の契約に関する以下の文書
・検査調書 1

請求にかかる文書を作成または取得しておらず、所持
していないため。

産業労働局雇用就業部就
業推進課

5 R5.7.24 R5.9.20
東京都しごとセンターの指定管理の契約に関する以下の文書
・報告書 東京都公式ホームページ上で公開済みのため

産業労働局雇用就業部就
業推進課

6 R5.7.24 R5.9.21

以下施設の指定管理関係書類
東京都立産業貿易センター台東館
・令和４年度管理運営協定書（変更協定書含む。）
・支出関係文書
・事業計画書
東京都立産業貿易センター浜松町館
・令和４年度管理運営協定書
・事業計画書
東京都立多摩産業交流センター
・令和４年度管理運営協定書
・支出関係文書
・事業計画書

420 1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別する
ことができるものであるため。
（７条３号）内部の管理情報及び指定管理者の選定に係
る提案に関する情報であり、公にすることにより、事業
運営上の地位及び競争上の有利性が損なわれると認めら
れるため。
（７条４号）偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれ
があるため。

産業労働局商工部経営支
援課
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7 R5.7.24 R5.9.21

東京都立産業貿易センター台東館、東京都立産業貿易セン
ター浜松町館及び東京都立多摩産業交流センターの指定管理
の契約に関する以下の文書
・検査調書

1
請求にかかる文書を作成または取得しておらず、所持し
ていないため。

産業労働局商工部経営支
援課

8 R5.7.24 R5.9.21

東京都立産業貿易センター台東館、東京都立産業貿易セン
ター浜松町館及び東京都立多摩産業交流センターの指定管理
の契約に関する以下の文書
・報告書
・委託先の選定に関する文書

東京都公式ホームページ上で公開済みのため
産業労働局商工部経営支
援課

9 R5.7.26 R5.9.21
中小企業等経営強化法第７条規定に係る確認申請における審
査書類一式及び審査過程に関する書類（履歴事項全部証明
書）

3 1
産業労働局商工部創業支
援課

10 R5.7.26 R5.9.21

中小企業等経営強化法第７条規定に係る確認申請における審
査書類一式及び審査過程に関する書類（確認申請書、基準日
における株主名簿、株式の発行を決議した書類、その他参考
となる書類）

10 1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別する
ことができるものであるため。
（７条３号）内部の管理情報であり、公にすることによ
り、事業運営上の地位が損なわれると認められるため。
（７条４号）偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれ
があるため。

産業労働局商工部創業支
援課

11 R5.7.26 R5.9.21

中小企業等経営強化法第７条規定に係る確認申請における審
査書類一式及び審査過程に関する書類（常時使用する従業員
の人数を証する書面（賃金台帳、雇用保険等の社会保険加入
証書など）、研究者・新事業活動従事者の略歴、担当業務内
容、個人株主が取得した株式についての株式申込証等、振り
込みがあったことを証する書面、投資契約書（又は会社独自
の投資契約書及び投資契約書追加覚書）、その他参考となる
書類、審査過程に関する書類）

1 1 1 1

（７条２号）個人に関する情報で特定の個人を識別する
ことができるものであるため。
（７条３号）新事業に関する情報や経営状況に関する事
項、契約関係等の文書であって、公にすることにより、
競争上の有利性、取引上の信頼性及び事業運営上の地位
が損なわれると認められるため。
（７条４号）偽造等、犯罪の予防に支障を及ぼすおそれ
があるため。

産業労働局商工部創業支
援課


